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略歴
・1974.3 金沢大学工学部電気工学科卒業
・1976.3 金沢大大学院工学研究科修士課程修了
・1976.4 日本電信電話公社入社（横須賀電気通信研究所）

以来，主として衛星通信，移動通信など各種無線通信
方式用アンテナおよび電波伝搬の研究実用化に従事

・1993.3 金沢大学博士（工学）学位取得
・2001.9 日本電信電話（株）退職
・2001.10 福井大学教授（工学部情報･メディア工学科）

大学では，主として広帯域アンテナおよび
メタ・サーフェスに関する研究開発に従事

・2016.3 福井大学定年退職
・2022.4-2023.3 国立科学博物館・主任調査員
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研究開発対象の移り変わり
1976      1981      1986      1991 1996      2001      2006      2011

衛星通信用地球局アンテナ

平面アンテナ

衛星通信用地球局アンテナ

パーソナル通信用アンテナ

スマートアンテナ

広帯域アンテナ

メタ・サーフェス

衛星通信用移動局アンテナ
移動通信用基地局アンテナ

2016

＜25.5年＞

＜14.5年＞
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技術の系統化調査報告 vol.32, Mar. 2023

【文献】堀 俊和：国立科学博物館 技術の系統化調査報告,
vol.32, pp.319-405, Mar. 31 2023.
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本系統化調査で対象とした範囲
・日本国内で研究開発し実用化された
公衆無線通信用アンテナに限る。
・対象とするアンテナは、主に電電公社（NTT）がサービ
スを提供した
固定無線通信回線･国内衛星通信回線･公衆移動通信回線
で用いられたアンテナに限る。

＜調査対象外とするアンテナ＞
・移動通信の移動局用アンテナおよび携帯端末用アンテナについては、
別の系統化調査で調査済である。

・電波天文用、放送用、レーダ用、航空援助用、ITS用、無線ICタグ
用、医用、アマチュア無線用等については公衆無線通信用アンテナ
には該当しない。
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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国内公衆無線通信用アンテナ技術の系統図
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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国内公衆無線通信の黎明期
・公衆無線通信サービスのはじまり
・1908 船舶無線電報サービス（銚子無線局）
・1923 船舶無線電話サービス（神戸港内）
長波（LF）⇒中波（MF）⇒短波（HF）

・1950代 超短波（VHF）船舶無線サービス

・無線多重電話方式のはじまり
・1940 超短波無線多重電話回線（石崎ｰ当別）
・1950代 マイクロ波多重電話回線

本格的な国内公衆無線通信
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日本における本格的な国内公衆無線通信の変遷（図2.2）

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

電気通信ネットワーク 情報通信ネットワーク
ニューメディア マルチメディア ブロードバンド

ディジタル化
ブロードバンド化
光ファイバ化固定無線通信

国内衛星通信
（衛星船舶･陸上移動）
（災害･離島）

（災害･離島･中継系･加入者系）

基幹系

初期の公衆移動通信

パーソナル通信（内航船舶･無線呼出･自動車･飛行機）

（携帯･PHS･高速データ）

アクセス系
（市外電話･放送テレビ･加入者系）

1999

2002

2006
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電話中継回線はペア線・同軸線から光ファイバへ

光ファイバ

×
光ファイバ

光ファイバ

FTTH 2006 年
2006

- 12 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

国内衛星通信サービスの変容
非常災害時通信・離島通信

国内衛星通信サービス

国内移動体通信サービス

1977 CS
1983 CS-2

1988 CS-3
1989 JCSAT
1995 N-STAR a/b

2002 N-STAR c

2002 衛星資産をJSATに譲渡

Ka / C 帯

C / S 帯

Ka / Ku / C / S 帯

Ka 帯：局間中継
衛星中継網
専用回線
臨時回線

Ku 帯：放送TV中継網
専用回線
加入者回線

C帯： 離島通信
孤立防止
臨時回線

S帯： 移動体通信

2002
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固定電話から携帯電話へ

日本工業新聞／ 2000.4.11

1999
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公衆無線通信は基幹系 NW からアクセス系 NW へ
・有線通信は、ペア線・同軸線から光ファイバに移行
・ディジタル化・ブロードバンド化
・1999 固定電話から携帯電話の時代へ

⇒ 携帯電話・スマートホン・タブレット端末
・2002 国内衛星通信サービスの縮小

⇒ 移動体通信・離島通信・災害時通信に限定
・2006 固定無線中継 NWの終了

⇒ 光ファイバ化

・基幹系無線 NW ⇒ 非常災害、離島、山間地
・アクセス系無線 NW ⇒ パーソナル通信
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無線は飛行機、ひかりは新幹線
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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アンテナの概念と要求特性（図2.1）

＜空間における特性＞
・放射指向性
・利得
・交さ偏波／楕円偏波率
・放射効率／開口能率
・アンテナ雑音温度

＜回路としての特性＞
・VSWR
・入力インピーダンス

伝送線路 空間
アンテナ

アンテナは伝送線路と空間との
インタフェース回路

語源： 昆虫の触角
antennne（独、仏）
антенна（露）
aerial（英）
空中線→アンテナ（日本）
天線（中国）
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電磁波の発生とアンテナからの放射（1）
・静止している電子の周り
→ 静電界
・Gauss’s Law（ガウスの法則）

! " # = div # = (
（発散）

・電子が運動
→ 電流
・電荷保存則

! " ) = − !"
!#

●!

E

●!

J
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電磁波の発生とアンテナからの放射（2）
・電子が等速運動（電流が空間的・時間的に変化しない）
→ 定常電流界・静磁界
・Ampere’s Law（アンペアの法則）

! ×, = rot , = )
(回転)

・加速運動（電流が空間的な移動、時間的な変動）
→ 電磁界・電磁波放射
・電流源 ) が振動 ! ×, = rot , = )
・電流源 ) が無いとき

! ×, = rot , = !$
!# （変位電流）

! × 0 = rot 0 = − !%
!# （ファラデーの法則）
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電磁波の発生とアンテナからの放射（3）
・電磁波発生における物理的な変動
⇒ 導体（アンテナ）に高周波電流を発生させる

【参考】波の発生 ⇒ 物理的な変動を与える
・池に石を投げ込む
・綱の端を上下に振る
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ワイヤレス

アンテナ・電波伝搬とMaxwell’s Equation

送信アンテナ 受信アンテナ

電波伝搬

アンテナ → 波源が存在 → ベクトルポテンシャルに対する
Helmholtz型波動方程式

電波伝搬 → 波源が無い → 電界･磁界に対するHelmholtz Equations

電磁波の波動としての振る舞い → Maxwell’s Equationで説明できる

送信機 受信機

!!" + $!" = 0
!!% + $!% = 0
$! = '!()−*')+

!×% = - + "#
"$

!×" = − "%
"$

! / 0 = 1
! / 2 = 0

Helmholtz Equations

Maxwell’s Equations
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供給電力／アンテナ入力電力／放射電力

1& = 2
'

()
2
'

) 0 3, 5, 6 (

7'
3( sin5 :5 :6

1*+ = ;, 1'
1& = ;1*+ = ; ;, 1'

0 (dBi)

&!
アンテナ損失不整合損失

-! -"# -$
放射電力アンテナ入力電力供給電力

放射効率 4インピーダンス
整合効率 4'

. /, 1, 23!

②消失電力①反射電力 ③放射電力

1' = 反射電力 + 消失電力 + 放射電力
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アンテナの開口面積と利得
実効面積 Aew 実効面積 Aea 実効面積 Ae 実開口面積 A

AAeAeaAew

開口能率 ηa
放射効率 η

インピーダンス
整合効率 ηm

（給電回路とアンテナ間） （開口面分布による）
（アンテナ内の損失）

Aew = ηm Aea Aea = η Ae Ae = ηa A
ηm = 1 − 6 !

7( =
8!
4: ;)

（注）各利得は真数表示であり、dB表示の場合は右辺の対数（10 log10）をとること。

;* = +,-!"
.# = +,-!$

.# ηm ;) = +,-!
.# = +,-

.# ηa

;* = ηm Ga ;) = ηa G100Ga = η;)
;/ = +,-!$

.# = +,-!
.# η

動作利得 Gw 絶対利得 Ga 指向性利得 Gd 100%指向性利得 G100

（均一分布の場合）（指向性のみで決定される）（アンテナ損失を含む）（不整合損失を含む）

;011 = +,-
.# = ,2

.
!

（D：開口径）

0(dBi)

&!

;) =
" <, > !

1
4: ∫1

!, ∫1
, " <, > !sin<C<C>

;) =
3# % &,( #

)*
+,
-.

;* =
3# % &,( #

)*
+*
-.

;/ =
3# % &,( #

)*
+/0
-.

!! !"# !$

（ !"：供給電力） （ !#$：入力電力）
（ !%：放射電力）

（ "：反射係数）
開口面アンテナの場合
ηa ≈ 40~70%

開口面アンテナの場合
η ≈ 100%
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「Maxwell の方程式」とアンテナの研究開発
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日本におけるアンテナ研究開発の黎明期
1925： 八木・宇田アンテナの発明

1930〜1950：
– 加藤ら： ビーム空中線リフレクタ
– 森田： 放物反射鏡
– 内田： 折返しアンテナ
– 水橋： 円形配列アレーアンテナ
– 松本： スロットアンテナ
– 虫明： 自己補対アンテナ
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アンテナの分類（形状から見た分類）
・基本アンテナ
・線状アンテナ

・平面アンテナ

・開口面アンテナ

・アレーアンテナ

4
F

O

a
f

a

d

Dielectric

Conductive Plane

4
MSA

 

- 27 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

国内公衆無線通信へのアンテナの応用開発
1950〜：
– 線状アンテナおよび開口面アンテナ
– 国内無線通信システムへの応用

1970〜：
– 平面アンテナ
– 著しく研究開発が進み、多くのシステムに導入

1980〜： 無線通信システムの多様化
– アレーアンテナ
– 新たな無線通信システムを切り開く基盤技術
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アンテナの高性能化／高機能化技術

・高利得・低サイドローブ化
・広帯域・マルチバンド化
・マルチビーム化
・偏波共用・円偏波化
・低交さ偏波化
・低 VSWR 化
・小形化
・適応制御化
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アンテナ・伝搬の研究開発が新たなシステムを切り拓く

・方式設計ありき
・システムを理解したアンテナの研究開発

・アンテナ特性を活かす新たなシステム提案

・伝搬特性を考慮した新たなシステム提案
＞アダプティブアンテナ
＞MIMO（Multiple Input Multiple Output）
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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周波数･ｱﾝﾃﾅ利得から見た
国内無線通信の推移
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周波数帯と無線通信への適合性（表2.1）
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周波数から見た国内公衆無線通信の推移（図2.3）
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アンテナ利得から見た国内公衆無線通信の推移（図2.4）
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国内公衆無線通信用アンテナの利得と周波数
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国内公衆無線通信と
アンテナ技術との関わり
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基幹系 NW システムにおけるアンテナ・伝搬
基幹系 NW システム
・放送TV／電話中継のための地上回線
・電話／データ中継のための衛星回線
・電波伝搬
– 見通し伝搬
– 衛星・地上局間、送受信局間

・アンテナ（中継局・衛星・地球局）
– 開口面アンテナ
– ハードウェア中心
– 狭ビーム、高能率化
低サイドローブ
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P2Pの無線システムのレベルダイヤ

送信機 受信機
送信電力

Pt
受信電力
Pr

送信線路損失
Lt

送信アンテナ利得
Gt

伝搬損失 Ls

受信アンテナ利得
Gr

受信線路損失
Lr

Pt Lt Lr
Gt

Gr Pr

Ls

Pr = Pt・Lt・Gt・Ls・Gr・Lr
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古き良き時代のアンテナ・伝搬設計
・Ka 帯地球局アンテナ利得
開口径 10m, 開口能率 60% → 67.7 dBi

↓ スペック（システム要求値）
↓ ＋1 dB

開口径 11.5m → 68.9 dBi
コストアップ→ ＋ ???円（開口径比の3乗）
利得の測定誤差： 0.1 dB

・電波伝搬
マージン 10 dB ???
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アクセス系 NW システムにおけるアンテナ･伝搬
アクセス系 NW システム
・自動車／携帯通信のための
移動通信回線

・電波伝搬
– 多重波伝搬
– 基地局・端末間
– フェージング

・アンテナ（基地局）
– アレーアンテナ（線状・平面）
– 広角ビーム、干渉波低減
– ソフトウェア制御
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三位一体 ／ 四位一体 ／ N 位一体
・「三位一体」説
・アンテナ + 電波伝搬 + システム
・池上文夫教授、1981 電気四学会連合大会
・「四位一体」説
・アンテナ + 電波伝搬 + システム + 人体
・藤本京平教授

・「N 位一体」説
・「四位一体」+ FPGA・DBF・ディジタル信号処理・
制御アルゴリズム・ネットワーク制御・・・

AP 技術一如

無線技術一如
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NW システムの変遷とアンテナ技術との関わり
基幹系ネットワーク

アクセス系ネットワーク2000

アンテナ･伝搬各々で最適化設計
+ システム・人体・・・すべてを考慮して最適化設計

開口面アンテナ・ハードウェア設計が中心
（狭ビーム・高能率化・低サイドローブ化）

線状アンテナ／平面アンテナ・ソフトウェア設計も必要
（アレー化；広角ビーム・干渉波低減）

見通し伝搬
多重波伝搬・フェージング

【アンテナ】

【電波伝搬】

地上マイクロ波通信・公衆衛星通信
（市外電話中継・TV中継）

移動通信［携帯端末・無線LAN］
（携帯電話・インターネットアクセス）

【システム】

【最適化設計】
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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固定無線中継システム
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固定無線中継システムの変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

光ファイバ化

（山間地・離島）

2006

1957 1961 1967

(2 GHz 帯) (11 GHz 帯) (15 GHz 帯)
2006

近距離中継
(2, 11, 15 GHz 帯)

長距離中継
(4 GHz 帯)

1954 1961 1972 2006
(6 GHz 帯) (5 GHz 帯) (4, 5, 6 GHz 帯)

1976 2006

(20 GHz 帯)放送 TV中継
市外電話中継

1961 1987 2006

長距離海上中継
(2 GHz 帯) (4, 6 GHz 帯)

山岳回折伝搬 対流圏伝搬

東名阪マイクロ波回線

2006
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固定無線中継システム（アナログ／ディジタル）
・アナログシステム

・ディジタルシステム
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固定無線中継回線
・初期の 4 GHz 帯マイクロ波中継回線

・1954 導入時点（東名阪）
・無線局 10 局
・距離：40 ～ 60 km
・その後、全国展開
（長距離・短距離）

・4 GHz 帯を用いたアナログ放送テレビ中継回線

・2011 アナログ放送終了時点
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固定アクセスシステム
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固定無線アクセスシステム
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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固定無線中継システム用
中継局アンテナ
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固定無線中継システム用アンテナの変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

光ファイバ化

（山間地・離島）

2006

1957 1961 1967

(2 GHz 帯) (11 GHz 帯) (15 GHz 帯)
2006

近距離中継
(2, 11, 15 GHz 帯)

長距離中継
(4 GHz 帯)

1954 1961 1972 2006
(6 GHz 帯) (5 GHz 帯) (4, 5, 6 GHz 帯)

1976 2006

(20 GHz 帯)

1961 1987 2006

長距離海上中継
(2 GHz 帯) (4, 6 GHz 帯)

パスレングス パラボラ ３枚反射鏡オフセットホーンリフレクタ

カセグレン

オフセットパラボラパラボラ カセグレン オフセットグレゴリアン

バックネット 大口径パラボラ

オフセット化

双反射鏡化 オフセット化

2006
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初期の固定無線中継の
ための中継局アンテナ
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初期の固定無線中継局アンテナ技術の変遷
・長距離中継
・1954 パスレングスレンズアンテナ（4 GHz帯）

小形軽量化
・1955 パラボラアンテナ（4 GHz帯）

周波数共用化
（高開口能率・低相互結合度・低広角指向性・低VSWR）

・1964 ホーンリフレクタアンテナ（4/6 GHz帯）
・短距離中継
・1957 パラボラアンテナ（2 GHz帯）

高能率･低サイドローブ化
・1967 カセグレンアンテナ（15 GHz帯）
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パスレングスレンズアンテナ（図3.4）
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初期のパラボラアンテナ（図3.5）
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パスレングスレンズとパラボラの性能（表3.5）
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ホーンリフレクタアンテナ（図3.6･表3.6 ）
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見通し外通信用大口径パラボラアンテナ（図3.7･表3.7）
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対流圏散乱伝搬を用いた見通し外通信用アンテナ（図3.8）
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高性能化を図った
固定無線中継局アンテナ
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高性能固定無線中継局アンテナ技術の変遷
・多周波数共用化

4 GHz 帯（1954）⇒ 2 GHz 帯（1957）
⇒ 6 GHz 帯（1961）⇒ 11 GHz 帯（1961）
⇒ 15 GHz 帯（1967）⇒ 5 GHz 帯（1972）
⇒ 20 GHz 帯（1976）

・高性能化
・双反射鏡化
カセグレン

・オフセット給電化
オフセットパラボラ・オフセットカセグレン
オフセットグレゴリアン・オフセット3枚反射鏡

・利得の向上
・VSWR低減
・広角指向性改善
・偏波共用
・多周波数帯共用
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カセグレンアンテナ（図3.9･表3.9）
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オフセットパラボラアンテナ（図3.10･表3.10）



- 65 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

折曲げホーンリフレクタアンテナ（図3.11）
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オフセット３枚反射鏡アンテナ（図3.12･表3.11）
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鏡面修整オフセット３枚反射鏡アンテナ（図3.13･表3.12）

- 68 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

固定アクセス用
無線固定局アンテナ
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固定アクセス用無線固定局アンテナ技術
・P-MP
・90°扇形ビーム（水平面内）
・コセカント2乗ビーム（垂直面内）

・P-P
・カセグレンアンテナ

- 70 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

扇形/コセカント２乗ビームを持つアンテナ（図3.16･図3.17）
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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国内通信衛星



- 73 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

国内通信衛星の変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

衛星資産をJSATに譲渡
2002

(Ka/C 帯)

1977CS-1 1985

CS-2
1983 1990

CS-3
1988 1996

JCSAT-1/2
1989 2002

N-STAR a/b
1995 2003

N-STAR c/d 2002 2006

(Ka/C 帯)

(Ka/C 帯)

(Ka/Ku/C/S 帯)

(C/S 帯)

(Ku 帯)

商用衛星化

4周波数帯共用化

実験用衛星

多目的衛星

2002
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国内通信衛星（表4.1）
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実用衛星アンテナの照射エリア（図4.1）

【文献】山本、他：NTTDoCoMoテクニカル・ジャーナル, vol.18, no.2, pp.37-42, July 2010.

- 76 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

国内衛星通信システム
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代表的な国内衛星通信システム（表4.2）
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国内衛星通信システムで用いた周波数と偏波（表4.2）
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衛星の方向と静止衛星軌道の見かけの傾き（1）
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衛星の方向と静止衛星軌道の見かけの傾き（2）
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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衛星搭載アンテナ
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衛星搭載アンテナの変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

衛星資産をJSATに譲渡
2002

(Ka/C 帯)

1977CS-1 1985

CS-2
1983 1990

CS-3
1988 1996

N-STAR a/b
1995 2003

N-STAR c/d 2002 2006

(Ka/C 帯)

(Ka/C 帯)

(Ka/Ku/C/S 帯)

(C/S 帯)

(Ku 帯)

商用衛星化

実験用衛星

成形ビーム

マルチビーム 4周波数帯共用

準ミリ波の採用

ETS-VI
1994 1996

(Ka/C/S 帯)

JCSAT-1/2
1989 2002

2002
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衛星搭載アンテナのビーム形状とアンテナ形式（表4.4）
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衛星搭載アンテナ技術の変遷
・小口径 ⇒ 大口径

・周波数共用
1977： Ka/C 帯共用（CS）
1994： Ka/C/S 帯共用（ETS-VI）
1995： Ka/Ku/C/S 帯共用（N-STAR a/b）
2002： C/S 帯共用（ N-STAR c/d ）

・単一反射鏡系 ⇒ 複数反射鏡系

・成形ビーム ⇒ マルチビーム

・展開アンテナの採用
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通信衛星 CS搭載アンテナ（図4.2）
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通信衛星 CS-2搭載アンテナの放射指向性（図4.3）
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実験用衛星 ETS-VI搭載アンテナ（図4.4）
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実用通信衛星 N-STAR a/b （図4.5･表4.5）
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実用通信衛星 N-STAR c/d （図4.6）
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地球局アンテナ

- 92 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

地球局アンテナの変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

衛星資産をJSATに譲渡

(Ka/Ku/C 帯)

大口径

2002

オフセット化

DYANET

小口径化

楕円ビーム化
小口径

デュアルビーム

離島通信・孤立防止

マルチメディア

移動体通信

オフセットカセグレン

衛星実験 実用サービス

(Ka 帯)

(Ka 帯)

(C 帯)

(Ku 帯)

(S 帯)

ダブルトーラス オフセット
カセグレン

楕円ビーム化

小口径化 カセグレン

パラボラ

アクティブ
フェイズド
アレー円錐ビーム化

簡易化

カセグレン

プリント

パラボラ

オフセット化 オフセットカセグレン

局間中継

専用回線

加入者回線

2衛星同時追尾化

(12.8 m)

(11.5 m)

(4.2 m)

(4.2 m) (6.5 m) (5.5 m)

(3 m) (1.8 m)

(0.45 m)

放送TV中継

(9.2, 7.6 m)

2002
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代表的な地球局アンテナの形式（表4.6）
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地球局アンテナ技術
・大口径 ⇒ 小口径

・高能率･低サイドローブ化 ⇒ オフセット形式の採用

・小口径オフセットの着水･着雪対策 ⇒ 縦型設置

・衛星追尾の簡易化 ⇒ 楕円ビームの採用（小形地球局）
円錐ビームの採用（移動体搭載）

・2 衛星同時追尾化 ⇒ デュアルビームの採用
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衛星通信実験用大口径地球局アンテナ（図4.7･表4.7）
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大口径軸対称カセグレン地球局アンテナ（図4.8･表4.8）
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大口径オフセットカセグレン地球局アンテナ（図4.9･表4.9）
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楕円ビームオフセットカセグレン地球局アンテナ（図4.10）
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地球局アンテナが記念切手に
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ディジタル通信小口径地球局アンテナ（図4.11･図4.12･表4.10）
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DYANETデュアルビーム地球局アンテナ（図4.13･表4.11）
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放送TV 中継デュアルビーム地球局アンテナ（図4.14･表4.12）
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離島通信デュアルビーム地球局アンテナ（図4.15･表4.13）
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孤立防止用小口径地球局アンテナ（図4.16･図4.17･表4.14）
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幻の円錐ビームアンテナ
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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初期の公衆移動通信
システム
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初期の公衆移動通信システムの変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

内航船舶電話
1953 1999

列車電話

無線呼出

衛星船舶電話
港湾・沿岸電話

1964 1979

1996

1960 1993 2012

1908 (150 MHz 帯) (250 MHz 帯)
(長波･中波)

(800 MHz 帯)(400 MHz 帯)

(150 MHz 帯) (250 MHz 帯)1968 1978 2007

自動車電話
1979 1983 1988 1999
大都市中小都市 大容量

(800 MHz 帯)
携帯電話・PHS

(800 MHz 帯･ 1.5 GHz 帯･ 1.9 GHz 帯)1993

1G

2G

2012

航空機電話
1986 2004(800 MHz 帯)

1999
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船舶通信システムの変遷と適した周波数帯（表5.1･表5.2･図5.3）
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無線呼び出しシステムの変遷（表5.3･図5.4）
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自動車電話システムの変遷と使用周波数帯（表5.4･表5.5）
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航空機電話システムの変遷と使用周波数（表5.6･表5.7）
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パーソナル通信システム
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自動車・携帯通信の変遷

自動車電話 携帯電話
PHS

高速データ伝送端末

IMT-2000
HSPA

LTE
LTE-A

NR

1999
【文献】NTT DoCoMo ウェブ情報に著者注釈
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パーソナル通信で用いた周波数と伝送速度（表6.1）
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PDC + i-mode

1999

1999

【文献】 Business Week, Jan. 17, 2000.
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PHS ／ 1995.7.1-2008.1.7（4,574日間の命）

BS

BS

BS Cliff

Slope

BS

BS

・MOVA／PHS
・VHS／BETA
・WIN／MAC

1997.9 ／ 707万加入
2007.3 ／ 45万加入
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1990 年代後半におけるマイナーな優れもの

・MOVA／PHS
・VHS／BETA
・WIN／MAC
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高速データ伝送における伝送速度の変遷（図6.2）
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高速データ伝送における使用周波数帯の変遷（図6.3）
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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初期の公衆移動通信用基地局アンテナの変遷
1950s      1960s      1970s       1980s      1990s       2000s      2010s

航空機電話

1986 2004(800 MHz 帯)

内航船舶電話

1953 1999

港湾・沿岸電話

1964 19791908 (150 MHz 帯) (250 MHz 帯)
(長波･中波)

コーナリフレクタ

無線呼出
(150 MHz 帯) (250 MHz 帯)1968 1978 2007

コーナリフレクタ 反射板付ダイポール

反射板付ダイポール

コニカルモノポール
双扇形アンテナ
ロンビック

逆L形・T形

自動車電話

1979 1983 1988 1999
大都市中小都市 大容量

(800 MHz 帯)
1G

4群／2群共用
円筒パラボラ
無指向性

セクタ化
プリントアンテナ化
ダイバーシチ化

ビームチルト優角コーナリフレクタ
プリント

スリーブ

1999
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船舶通信用基地局アンテナ
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船舶通信に用いた無線基地局アンテナ（表5.8･図5.6 ･図5.7）
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【参考】現用されている壮大なカーテンアンテナ
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無線呼出用基地局アンテナ
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無線呼出に用いた無線基地局アンテナ（表5.9･図5.8）
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自動車電話用
基地局アンテナ
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自動車電話に用いた無線基地局アンテナ（表5.10）
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自動車電話用基地局アンテナ技術の変遷
・1979：大都市用（塔頂搭載／塔側搭載）
・水平面内無指向性

⇒ 4面合成（ダイポール・円筒パラボラ）
・扇形ビーム⇒円筒パラボラ

・1983：中小都市用
・小形軽量化

・1988：大容量
・鉄塔プラット搭載
・水平面内無指向性

⇒ 2面合成（優角コーナリフレクタ）
・扇形ビーム⇒広帯域プリントアレー
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自動車電話基地局アンテナ系の構成（図5.9･図5.10）
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大都市用塔頂搭載型基地局アンテナ（図5.11）
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大都市用塔側搭載型基地局アンテナ（図5.12）
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中小都市用塔頂搭載型細径化アンテナ（図5.13）
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中小都市用塔側搭載型４群共用指向性アンテナ（図5.14）
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大容量基地局アンテナに適用された新たな技術
・ビームチルティング技術

・ダイバーシチ技術

・アレー構成によるオムニビーム形成技術

・アレー構成による扇形ビーム形成技術

・プリントアンテナ技術

・オムニゾーンスペースダイバーシチ技術
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航空機電話用
基地局アンテナ
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航空機電話に用いた無線基地局アンテナ（表5.11）
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携帯電話用基地局アンテナ
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日本の携帯電話が IEEE Magazine の表紙を飾る
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携帯電話用基地局アンテナ技術
・1993：2G

・システム共用（1.5 GHz帯・800 MHz帯）
⇒ 2 周波数帯共用化

・小ゾーン化
⇒ビームチルト機能

・セクタ化
⇒扇形ビームの採用
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周波数共用携帯電話基地局アンテナ（図6.4）

- 143 - 電子情報通信学会 AP研 歴史TWS／ Mar. 13, 2024 ©2024 Toshikazu HORI

PHS 用基地局アンテナ
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PHS 用基地局アンテナ技術
・水平面内無指向性アンテナ
・空間給電円筒コリニアアンテナ

・ストリートセル用アンテナ
・双指向性ロッドアンテナ

・坂道・崖っ縁設置用アンテナ
・非軸対称指向性ロッドアンテナ

・開放地用アンテナ
・垂直面内指向性ダイバーシチアンテナ

・偏波の傾き補償アンテナ
・偏波共用双指向性ロッドアンテナ

・ダイナミック指向性制御アンテナ
・アダプティブアンテナ
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PHS用空間給電円筒コリニアアンテナ（図6.6）
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PHS用双指向性ロッドアンテナ（図6.7）
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坂道や崖っ縁に置かれた PHS用アンテナ（図6.8･図6.9）
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PHS用垂直面内指向性ダイバーシチアンテナ（図6.10･図6.11）
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PHS用偏波共用双指向性ロッドアンテナ（図6.12）
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高速データ伝送用
基地局アンテナ
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高速データ伝送用基地局アンテナ技術の変遷
・多周波数共用化
・3G：5周波数帯

・5G：8周波数帯

・高周波数化
・3G：700MHz帯～2GHz帯

・4G：3.5GHz帯

・5G：3.7GHz帯･4.5GHz帯（Sub6）、28GHz帯
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多周波数共用高速伝送用無線基地局アンテナ（図6.14）

・5周波数帯共用（3G）
700/800 MHz帯
1.5/1.7/2 GHz帯

・8周波数帯共用（5G）
700/800 MHz帯
1.5/1.7/2 GHz帯
3.5/3.7/4.5 GHz帯
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高周波数を用いた高速伝送用無線基地局アンテナ（表6.2）

・3.5 GHz帯アンテナ

･28 GHz帯アンテナ
・スポットビーム
・Massive MIMO
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公衆無線通信におけるアンテナ技術の系統化調査
アンテナ技術

・アンテナと無線システム
・アンテナの研究開発の変遷

国内公衆無線通信
・国内公衆無線通信の黎明期
・基幹系 （固定無線通信回線・国内衛星通信回線）
・アクセス系（公衆移動通信回線・パーソナル通信）

＋

国内公衆無線通信とアンテナ･電波伝搬
・周波数・アンテナ利得から見た国内無線通信の推移
・国内公衆無線通信とアンテナとの関わり

固定無線通信回線
・長距離中継システム
・短距離中継システム
・固定アクセスシステム

国内衛星通信回線
・国内通信衛星
・国内衛星通信システム

公衆移動通信回線
・初期の公衆移動通信システム
・パーソナル通信システム

固定無線通信アンテナ
・初期の中継局アンテナ
・高性能中継局アンテナ
・固定アクセスアンテナ

国内衛星通信アンテナ
・衛星搭載アンテナ
・地球局アンテナ

初期の公衆移動通信アンテナ
・船舶通信用基地局アンテナ
・無線呼出用基地局アンテナ
・自動車電話用基地局アンテナ
・航空機電話用基地局アンテナ
パーソナル通信アンテナ
・携帯電話用基地局アンテナ
・ PHS 用基地局アンテナ
・高速データ伝送用基地局アンテナ

3章 4章 5章・6章

2章
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国内公衆無線通信用アンテナ技術の系統図
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